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I-１｜業界レビュー① 地域の中堅・中小企業における経済合理的な脱炭素について 

 

地域の中堅・中小企業における 

経済合理的な脱炭素について    清水 隆哉 

はじめに 
2024 年度に経済産業省九州経済産業局（以下、九州経済産業局）が実施した「地域サプライチェ

ーンにおける中堅・中核企業を中心とした脱炭素化への取組に関する調査」によれば、九州における

脱炭素化は、自動車産業、半導体産業の業種では進みつつあるが、それ以外の業種では進捗は芳しく

なく、またサプライチェーンの川上になるほど取り組みが浸透していなかった。その最大の阻害要因

はコストである。日本商工会議所が 2025 年に行った調査「2025 年度中小企業の省エネ・脱炭素に関

する実態調査」でも、中小企業が脱炭素に取り組むうえでのハードルの第１位は「費用・コスト面の

負担が大きい」であった（図１）。「メリット・意義が感じられない」という回答も上位で、脱炭素は

単なるコスト増と受け取られている現状がうかがえる。 

当会は、九州経済産業局からの委託で、「令和７年度地域における中堅・中小企業の経済合理的な

脱炭素化の取組に関する調査」を実施した。調査では、地域の中堅・中小企業において脱炭素をいか

に企業経営のメリットとして捉えるかに焦点を当て、九州に加えて近畿・中国・四国の脱炭素先進企

業 25 社へのヒアリングと、九州企業３社への伴走支援を行った。その上で、先進企業がどのように

経営課題の解決と脱炭素化を結びつけて、経済合理的な脱炭素を進めているかについて分析。中小企

業が脱炭素に取り組むにあたっての進め方を、ガイドブック（図２）にまとめた１）。本稿はその調

査報告書とガイドブックの内容を、小誌向けに再構成したものである。 
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（１）脱炭素を経営課題解決の ツールとして捉え直す  

 

課題解決の「手段」や「結果」として 脱炭素に取り組む先進企業 

地域で先行して取り組みを進めている先進企業には、大きく分けて２つのケースがある。ひとつは、

脱炭素化を、売上拡大や経費削減、人材確保といった経営課題の解決につなげるための「手段」とし

て取り組んでいるケース。例えば、設備更新をするにあたり、削減される CO₂排出量を測定して、脱

炭素関連補助金を獲得することなどが、これにあたる。もうひとつは、経営改善に取り組んだ「結果」

として、脱炭素化を実現したケースである。原価低減のために省エネを進め、結果として排出量が削

減された場合がこれにあたる。 

両者ともに、脱炭素自体を「目的」とするのではなく、省エネによるコストダウンや、補助金の獲

得など、企業成長に資する取り組みを行うためのツールとして脱炭素を活用している。脱炭素自体を

「目的」と捉えると負担感のみを感じてしまうが、課題解決の「手段」 や「結果」として捉えるこ

とで経営上のメリットにつながるようになる（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）脱炭素の最大の動機「経費削減」 

 

脱炭素と経費削減の取り組みは一体的 

 ４つの類型について、さらに詳しく説明する。多くの脱炭素の先進企業にとって、「経費削減」

は脱炭素に取り組むファーストステップであるとともに、最大の動機である。脱炭素に寄与する「経

費削減」と は、エネルギー使用量を抑制する省エネにほかならない。省エネで削減した電力や燃料

の量を金額に換算す ると「経費削減」分の効果がわかるが、そこに削減したエネルギーに応じた排

出係数を乗じることで削減された CO₂排出量が算出され、脱炭素施策としての効果もわかる。このよ

うに、脱炭素と経費削減の取り組み は一体的であると言える。 
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経費削減効果が大きい急所を特定 

 脱炭素の観点から経費削減に取り組むときは、まず自社のエネルギー使用量を把握することが重

要だ。DX ツールなどを活用し、できる限り最小の単位（＝設備ごと）で測定し、季節別や時間帯別の

稼働データを取得する。どの設備がどのようなタイミングで電力を消費しているかなどを、可視化す

ることが理想的である。そのうえで、削減の効果が大きい急所を特定する。この急所は、業種によっ

て異なる。例えば、製造業であればコンプレッサーのエア漏れ、成形時の熱損失、ボイラーの不要な

稼働などが挙げられる。非製造業であれば空調の不要な稼働などであることが多い。 

ただ、可視化や急所の特定は、自社単独で行うことは難しい。先進企業も、取り組みの初期で官公

庁や支援機関の窓口に相談し、何らかの支援を受けているケースがほとんどだ。まずは、自治体の相

談窓口や金融機関、中小機構「カーボンニュートラル相談窓口」などに、相談することが望ましい。

経済産業省も、省エネ専門家が企業を訪問し、エネルギーの無駄や改善余地を診断のうえ、改善策を

提案する「省エネ診断」などの支援メニューを揃えている。 

 

運用改善と設備更新でコストを削減 

 排出量の可視化や急所の特定をしたあと、改善のコストを見極めて、取り組みの優先順位をつけ

ることになる。取り組みには大きく分けて「設備投資を伴わない運用改善」と「高効率設備への更新」

がある。まず待機電力のカットや空調設定の見直しなど、費用をかけずにできる運用改善を徹底する

ケースが多い。 

 脱炭素につながる経費削減は、光熱費だけではない。例えば製造業のコスト構造を分解すると、

材料費、労務費、物流費なども大きな割合を占める（図４）。品質管理を徹底して歩留まりを向上さ

せれば、廃棄される製品を作るために投入された材料費とエネルギーを削減できる。また、生産工程

の効率化は労務費と稼働時間を減らし、積載率の向上は物流費の抑制になる。このように、広範なコ

スト削減活動が結果として脱炭素に寄与する。 

ただし、長年にわたり地道な経費削減や効率化を続けてきた事業者にとっては、運用改善による削

減余地が少ない場合もある。運用改善と並行して、老朽化した設備を省エネ性能や生産効率にすぐれ

た最新設備へ更新し、ランニングコストを大幅

に低減させる事業者もみられた。ただし、この

取り組みは設備投資を伴うため、費用対効果を

慎重に判断する必要があるだろう。 
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（３）脱炭素を付加価値とした「売上維持・拡大」 

 

積極的なデータ開示による取引先との信頼構築 

全国的に、企業からサプライヤーに対して CO₂排出量の開示や削減要請をする流れがあり、九州で

も自動車産業や半導体産業を中心に、本格化しつつある。こうした要請に対応できない場合、将来的

に取引から除外されるリスク（売上減少）があり、売上維持には対応が不可欠である。 

一方で、これを契機に自社の先進性をアピールする機会と捉え、精緻なデータや削減計画を積極的

に提示することは、取引先からの信頼獲得に直結する。例えば、ある省力化機械メーカーは、2000 年

代後半に主要顧客からの環境対応に関するアンケートを機に、環境認証を取得。積極的に、環境対応

の情報を開示してきた。同社の対応は顧客からの信頼につながり、ここ数年、脱炭素要請企業からの

受注が増えているという。 

 

成長する脱炭素市場への参入 

脱炭素市場は拡大傾向にある。2040年の市場は、2024年比約 6.4倍の 9兆 4,605億円と予測されて

いる（図５）。売上拡大への取り組みとして、この脱炭素市場に参入する企業も増えつつある。ここ

でいう脱炭素市場とは、他者のエネルギー削減を目的とした事業であることが多い。具体的には再生

可能エネルギー、水素・蓄電池といった創エネルギー・蓄エネルギーに関するビジネスや、企業活動

や生活環境の省エネを支援するビジネス、交通や物流の脱炭素化を進めるビジネス、コンサルティン

グ、クレジット取引などを指す。 

実際に、脱炭素向け市場へ参入するときは、自社の商材や技術を、脱炭素の文脈で捉え直すことと

なる。既存製品やサービスが脱炭素化につながる場合、それを訴求することで競争力を高めることが

できる。例えば熱処理用電炉を主力商品とするメーカーが、燃料炉を使用する顧客の設備更新に際し、

コスト低減に加えて、燃料転換による「脱炭素化」を訴求して契約につながった例がある。ただし、

この場合、製品本来の価値を中心に訴求することが重要で、環境価値は付加的な価値であることに注

意が必要だ。環境価値が省エネにつながる場合、経費削減とあわせて訴求することもポイントである。 

既存商材が顧客の脱炭素に寄与するものではない場合、脱炭素目線の新規事業開発が必要となって

くるだろう。投資や他企業との連携が求められるため、自社の活動の中で脱炭素をどのように位置づ

けるかについて、中長期的な視点が欠かせない。 
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（４）収益向上と脱炭素関連の資金調達による「財務強化」 

 

設備投資のために脱炭素関連補助金を獲得 

 脱炭素化の効果のひとつとして、収益力を高め、財務体質を強化する「財務強化」がある。前述

の「経費削減」や「売上拡大」は、営業利益を押し上げ、キャッシュフローの改善につながる。 

 また、脱炭素の視点は、設備投資における資金調達の選択肢を広げる。特に効果的なのは、脱炭

素経営に貢献する設備導入や既存設備の更新において、関連する補助金や税制を活用するケースで

ある。最新の設備の多くは、過去の設備よりもエネルギー効率がよく、排出量も低いであろう。設

備投資が結果的に脱炭素につながるのであれば、脱炭素に関連する補助金を獲得できる可能性があ

る。補助金活用と省エネによるランニングコスト低減により、設備投資の回収が容易になるのは、

大きなメリットだ。例えば、P24 で紹介する（株）古湧園（愛媛県松山市）は、建て替えにあたり

ZEB２）を導入とし、「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）実証事業」の補助金を活用した。    

ただし、補助金の獲得には、現状の排出量を把握する必要がある。 

  また金融機関からの ESG 評価を高め、サステナビリティ・リンク・ローンなどの活用により、金

利優遇や将来的な資金調達の安定化にもつながるケースもある。ただし、企業によっては、金融機

関のサステナブルファイナンスの金額のボリュームが小さかったり、通常の投融資の方が金利の条

件が良かったりして、利用に至らないという意見もある。 

 

（５）情報発信による「企業価値向上」 

 

人材獲得やエンゲージメント向上に効果 

 脱炭素化の取り組みを対外的に発信することは、企業のブランド価値や商品・サービスのイメージ

の向上につながる。特に、人手不足に悩む企業においては、労働市場に対して脱炭素化の取り組みを

積極的に伝えることが、若年層へのアピールとなる。Z 世代をはじめとする若年層は就職先選定にお

いて、自分が成長できる環境があるか、先を見た経営をしているか、社会貢献度が高い企業かを重視

する傾向がある。社会の変化に対応して挑戦する企業であることを訴求するために、脱炭素の取り組

みを発信することがポイントとなる。 

 取り組みを社内に浸透させるために、経営者自らが取り組みの意義を社内に向けて発信することも

重要だ。自社が社会貢献をしているという意識は、仕事へのやりがいや情熱、ワークエンゲージメン

トの向上につながる。 

 脱炭素化の取り組みの認知が、売上拡大につながることもある。例えば、脱炭素化を進める取引先

から見ると、脱炭素の先進企業というイメージは、その企業を選ぶ理由となりえる。また、自社が環

境製品を扱っている場合、企業のブランドイメージ向上は、製品の競争力向上に直結する。 
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（６）４つの類型を連動し効果を最大化 

 

経費削減がファーストステップ 

 前項までで整理した４つの視点をもとに、実際に企業が脱炭素に取り組むステップをみると、「経

費削減」から着手する企業が多い。取り組みが進むにつれ、各視点は互いに連動し、経営上の効果を

生む。それを図示したのが、図６の経済合理的な脱炭素化の循環モデルである。例えば、「経費削減」

策としてエネルギーのムダを把握し、その過程で排出量を削減する。さらにその成果を PR すること

で、脱炭素企業としてのブランド認知を高め、企業価値向上につなげる、といった流れが典型的だ。 

 

文末で紹介している『事例でみる「経済合理性のある脱炭素」』で（株）SANMATSU（筑紫野市）の例

で言うと、生産性向上や経費削減のために DXを進め、その結果、設備単位ごとの排出量の可視化や削

減につながった。その取り組みをもとにした詳細なデータを取引先に開示したことで、高い評価を受

け関係が強化された（売上維持）。その取引先は、SANMATSU を好事例として紹介してくれたことで認

知が広がった（企業価値向上）。脱炭素に取り組む企業姿勢が評価されたことが後押しとなり、GX 関

連製品の新規受注（売上拡大）を獲得している。 
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ひとつの取り組みから複数の効果を引き出す 

 実は、本調査でヒアリングした先進企業ですら、自社の省エネ施策が脱炭素化につながっているこ

とに自覚的でないケースがあった。どうしても、「脱炭素」というと「太陽光発電の導入や燃料転換

など、コストがかかる取り組みを新たに始めること」というイメージが強いのであろう。 

 繰り返しになるが、経済合理性のある脱炭素のファーストステップである「経費削減」は、どの企

業も行っていることである。既存の省エネなどの取り組みを脱炭素施策として捉え直し、ひとつの取

り組みから、派生的に多くの効果やメリットを引き出す。それこそが、企業経営における経済合理性

のある脱炭素の効用である。 

 その第一歩として、まず情報を収集したうえで、DX ツールなどを活用して、現状の排出量を可視

化することが重要だ。具体的な削減ターゲットを明確にしたうえで、費用対効果をもとに、無理のな

い実行可能な削減計画を策定する。これらの「知る」「測る」「減らす」の流れを、初期段階ではトッ

プダウンで方向性を示し徐々に定着のために現場を巻き込みながら進めていく。 これら、一連の流

れを組織として継続的に行っていくに は、自社単独では難しく、金融機関や自治体などの支 援機関

や、専門家との連携が必須だ。まずは、支援 機関の窓口にアクセスすることがポイントとなる。  

 今後、2050 年に向けて脱炭素化の流れは続いていくことになる。地域の中堅・中小企業にとっても、

避けては通れない喫緊の課題となってくるだろう。本稿が、これから脱炭素に取り組む企業がはじめ

の一歩を踏む 出す後押しとなれば幸いである。 

 

１）中堅・中小企業向け ガイドブック「中小企業の成長に“効く”脱炭素 収益を上げ企業価値を高める経済合理的なアプロ

ーチ」 https://www.kyushu.meti.go.jp/report/ 2603/260305_1.html 

２）Net Zero Energy Building の略。快適な室内環境を保ちながら、高効率設備による「省エネ」と太陽光発電などの「創エ

ネ」を組み合わせ、 建物で消費する年間の一次エネルギ量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した建物 

 

清水 隆哉（調査研究部 主任研究員） 

 

（７）事例でみる「経済合理性のある脱炭素」 

藤井 学 

DXから GXへ～（株）SANMATSU の脱炭素経営による市場開拓 （株）SANMATSU 

板金加工の製造企業から多品種小ロット製造代行のサービス企業へ 

 （株）SANMATSUは、1972年に創業した機械・金属加工メーカーであり、現在はシートメタル（薄物

板金）加工をベースに、半導体製造装置やコインパーキング、携帯基地局などの部品開発製造・組み

立てや、小ロット製造代行サービス、生産支援 FA・ロボット SIer などを事業としている。 

 創業当時は、ステンレスの切断・加工を競争力の源泉として、金属の部材づくりを中心にビジネス

を展開していた。しかし、同業他社が類似技術を身に着けた 1990 年代から競争力が低下。 

そのため、1990 年代後半から 2000 年代にかけて、「ブランド化」や「デザイン」に注目した事業展開

を始めつつ、生産管理システムの再活用など、デジタル化によるものづくりも開始した。 

その結果、現在はリアルタイムな進捗・納期チェックや作業員ごとの加工時間を入力・集計するこ

とによるコスト管理、一品ごとの工程管理により、「多品種小ロット製造代行」というサービスの実

現に成功。現在の同社の製造物は月産 12 万点であるが、このうち１個づくりのものが 70％を占める
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に至った。現在も、業務効率化や生産性向上、顧客満足度向上に取り組み続けている。 

 

 

企業の変革を後押しした DX 

  板金加工から「多品種小ロット製造代行サービス」へと事業が拡大する企業変革を後押しした要

因の１つが、同社が実施した DX である。「高度な技術に頼らずに慣れ親しんだソフトやアプリを選択」

「現場の作業者が容易に入力できる工夫」「デジタル化のための特殊な作業は発生させない」などの

留意をしつつ、現在では国内３拠点、海外２拠点（ベトナム・ハノイ、中国・江蘇省）等の複数の拠

点と品質管理、工程管理、納期管理、原価管理などを連動して実施している。加えて、800 社を超え

る顧客や 100 社を超える協力企業との取引・技術交流を進め、三次元 CAD や生産管理システム

（SINS：Sanmatsu Integrated Network System）を通して、設計データや生産管理データ、デジタル

化したベテラン職員の技術・技能等の共有が可能なデータ基盤を構築している（図２）。こうしたリ

アルタイムな進捗・納期のチェックや作業員ごとの加工時間を入力・集計することによるコスト管理、

製造品一品ごとの工程管理、技術・技能の共有と底上げなどが実現し、納期短縮とコスト削減に成功

した（図３）。この成功により、「多品種小ロット製造代行」という他社にないサービスの実現に至っ

た。なお、納期短縮とコスト削減は、「多品種小ロット製造代行」サービスの実現に加えて、主要業

務の１つである半導体製造装置やコインパーキング、携帯基地局などの部品開発製造と組み立てにお

ける競争力の向上にもつながった。 
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DX投資の副産物としての GX経営 

 2022 年からのわが国における GX の推進は、同社の取引にも影響し、前後して主要取引先である複

数の半導体製造装置メーカーから、CO₂排出量の見える化や削減に関する対応要請を受けた。また、

対応要請と同時に、CO₂削減に対応しないと、ゆくゆくは取引に影響をおよぼす可能性があるという

ことが伝えられた。そのため、2023 年度から、同社は事業計画に GX のプランを盛り込んだ。 

もともと同社は、DX の文脈で本社工場の機械設備の消費電力や稼働率、トラック輸送時の走行距離を

測定して省力化につなげており、取得している消費エネルギーのデータに CO₂環境負荷の原単位を乗

じて CO₂ 排出量を計算するなどして、比較的簡単に GX の取り組みを推進できた（図４）。例えば、同

社工場は塗装で全体の 60％の電力を消費していたが、これは塗装時に使う薬品の換気のため空調をフ

ル稼働させることが要因であった。そこで、海外の規制への対応も兼ねて、塗料を換気の頻度を減ら

すものに替えたり、光電センサーによるワーク識別によって、対象ワークへの塗布量、焼き付け温度

の最適化システムの導入などの製造設備更新を実施した。これにより、塗装の消費電力を減らすこと

ができた上、設備の更新で設備そのものが省電力化したことで CO₂排出量が減少した。つまり、同社

は DX 投資の副産物として GX を進めたのである。 

 

GX経営による企業価値向上と売上高拡大 

 DX を起点に GX 経営の取り組みを進めた結果、同社は顧客である製造装置メーカーから、「脱炭素へ

の取り組みは（製造装置メーカーに対するサプライヤーの中では）トップレベルであり、サプライヤ

ーへの展開事例として紹介したい」と評価され、脱炭素経営に成功する一例として紹介されるように

なった。こうした顧客からの評価により、「SANMATSU＝経済合理性に適った GX 企業」という形で、企
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業価値の向上に成功したといえる。 

 また、同社の GX 経営が評価されることで、CO₂回収装置の開発・製造や、系統蓄電池システムの制

御盤等といった、企業や社会の脱炭素に貢献する省エネ関連製品製造という、これまでにない新たな

業務の受注に成功した。顧客からは、意気込みだけではない、脱炭素に関する具体的な取り組みや成

果、企業の姿勢が評価されているという。同社に発注した企業は、省エネ関連製品を製造する企業と

して、みずから排出削減を進めることが必要となっているため、同社を選択することがみずからのア

ドバンテージになる。そのため、同社が選ばれ続ける可能性は高い。つまり、同社の GX経営は、脱炭

素ビジネスにおける売上拡大にも貢献している。 

 さらに同社は、SINS の導入支援と運用支援を通して、協力会社の CO₂削減を進めることで、新たな

サービスの開拓と同社にとっての Scope３対応も進めている。 

 同社は、中小企業が GX経営を進めるポイントとして、投資による合理化や経費削減を入り口にする

ことを指摘している。合理化や経費削減は原価低減が可能となると同時に、CO₂の見える化を通した

GX 経営にも結び付けられるからである。原価低減であれば多くの企業が取り組んでいる内容であり、

売上拡大にもつながる。一方、脱炭素を入り口にすると、CO₂削減のために必要なコストの積み上げ

とみなされると同社は指摘する。 

今後も同社は、DX と GX を同時に取り組むことで、経費削減、企業価値向上、売上拡大を進めていく。 

 

藤井 学（調査研究部 次長） 
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I-２｜業界レビュー② 緊急レポート 中東情勢の緊迫化と九州経済 

 緊急レポート 

中東情勢の緊迫化と九州経済 

白石 望 

はじめに 

 2026 年２月末のイスラエルと米国による対イラン軍事行動を受け、イランがホルムズ海峡を事実上

封鎖するなど報復措置の応酬が続いており、中東情勢の緊迫化が続いている。本レポートでは、昨今

の中東情勢の緊迫化やそれに伴う原油価格の高騰が九州経済に与える影響について、その経路や貿易

構造、ガソリン・軽油依存度といった九州の構造的な特徴をもとに解説したい。 

 

１． 中東情勢の緊迫化が経済に与える影響  

中東情勢の緊迫化と原油価格の高騰 

 昨今の中東情勢の緊迫化に伴うホルムズ海峡の事実上の封鎖により、中東諸国から原油を輸送する

船舶の運航に支障をきたしている。ホルムズ海峡は、サウジアラビアや UAE をはじめとした中東諸国

で生産された原油・石油製品の主な輸出ルートとなっている。世界の海上原油輸送量の約２割がホル

ムズ海峡を通過しており、これらの原油は主にアジア市場へと輸出されている。日本においても、ホ

ルムズ海峡を経由して輸入する原油の割合は９割超（2025 年）１）となっており、依存度は非常に高

い。中東からの原油の供給が滞ったことに加え、近隣産油国のエネルギー施設を攻撃する事案も発生

したことで、世界的に原油価格が上昇している。 

 

原油価格高騰の企業への影響 

  原油価格の高騰が長期化した場合、原油を精製して製造されるガソリンや軽油といった燃料

の価格上昇や石油化学製品を用いた原材料の価格上昇を招き、企業の調達コストや物流コストを

増加させる。これは、製造業や運輸業など幅広い業種に影響を及ぼし、企業収益の悪化を招くお

それがある。企業収益の悪化は、生産調整や設備投資計画の中止・延期、さらには賃上げ余力の

低下につながる懸念がある。また、原油由来のナフサから作る素材を用いた製品は、日用品から

医療物資、半導体に至るまで幅広いサプラ イチェーンに入り込んでおり、これらの品目の供給

が滞れば、企業の生産活動が遅延、ストップするリスクがある。 
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 原油価格高騰の家計への影響 

 同様に原油価格高騰の影響は企業だけでなく家計にも及ぶ。ガソリン価格の上昇は自家用車を

利用する世帯の燃料費負担を増加させるほか、企業における原材料の調達コストの増加や物流コ

ストの増加が最終製品まで価格転嫁された場合、日用品や食料品の値上がりを通じて家計負担は

増大する。企業収益の悪化により、企業の賃上げ余力が低下した場合、賃金の伸びが鈍化し、家

計の消費も抑制的になる可能性がある。 

 

２．九州地域と中東の貿易構造  

 財務省「貿易統計」及び門司税関の公表資料から九州地域（九州・沖縄・山口）と中東地域

との貿易構造をみていきたい。 

中東からの輸入については、大部分を「鉱物性燃料」が占めている。2025年（暦年）の中東か

らの全輸入額に占める「鉱物性燃料」の割合は 98.1％ であり、うち「原油及び粗油」が 81.8％、

「石油製品」が 15.3％となっている（図１）。全国の中東からの全輸入額に占める「鉱物性燃料」

の割合も 93.9％となっており、構造は大きく変わらない。九州地域の全世界に占める中東からの

輸入の割合は 22.0％と高く、昨今の原油調達難や価格高騰が与えるインパクトは大きい。また、

県別に全世界に占める中東からの輸入額の割合をみると、九州唯一の製油所を構える大分コンビ

ナートを有する大分県が 23.7％、大規模な石油備蓄基地を有する鹿児島県が 76.1％、同じく石

油備蓄基地を有する沖縄県が 28.4％と高くなっている（図 2）。 

中東向けの輸出については、その大部分を「輸送用機器」が占めている。2025年（暦年）の中

東向けの全輸出額に占める「輸送用機器」の割合は 80.7％であり、うち「自動車（中古自動車を

含む）」が 79.6％となっている（図３）。九州の全世界向け自動車輸出額に占める中東向けの割合

は 15.8％と相応に高く、中東向けの輸出が滞ることの影響は大きい。また、県別に全世界に占め

る中東向けの輸出額の割合をみると、日産自動車九州㈱をはじめ自動車の組立工場が立地する福

岡県が 6.7％、「ゴムタイヤ及びチューブ」が志布志港から多く輸出されている鹿児島県が 9.8％

と高くなっている（図４）。自動車関連については、すでに２月以降、一部の自動車メーカーで

減産が行われるなど、生産にも影響が出始めている。 

以上を踏まえ、九州地域と中東との貿易構造は、輸入においては「鉱物性燃料」、輸出におい

ては「輸送用機器」が大部分を占める極端な品目の偏りがみられた。特に中東からの輸入の大部

分が「原油及び粗油」・「石油製品」であり、昨今の原油価格の高騰は輸入物価をダイレクトに押

し上げる。交易条件（輸出価格／輸入価格）の悪化は、物価高や企業収益の悪化等を通じて、域

内経済へ下押し圧力を強める懸念がある。 
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３．九州地域はガソリン・軽油の利用が多い  

九州地域は首都圏と比べると自家用車を保有・利用している世帯も多く、ガソリン価格の上昇

がもたらす影響は相対的に大きいと考えられる。一般財団法人自動車検査登録情報協会が集計し

た 2025 年３月末時点における自家用乗用車（登録自動車と軽自動車の合計）の一世帯当たり普

及台数は、全国平均の 1.009 台を全ての県で上回っている（図５）。 

また、総務省「家計調査」から一世帯当たりの年間ガソリン支出金額（2025年）をみても九州、

沖縄は全国の支出金額を上回っており、年間の消費支出に占めるガソリン支出の割合も全国より

高い（図６）。昨今の原油価格の高騰に伴うガソリン価格の上昇が家計に与える影響も九州地域

は相対的に高いと考えられる。 
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また、経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー消費統計調査」から、都道府県別・エネルギ

ー種別のエネルギー消費量をみると、九州・沖縄の全エネルギー消費量に占める軽油消費量の割

合は概ね全国よりも高い（図 7）。九州では物流の大部分をトラックによる陸上輸送が担っており、

大型トラックをはじめとしたディーゼル車の燃料としての軽油利用が多いことが要因として考え

られる。また、宮崎県や鹿児島県は全国有数の食料供給基地であり、１次産業が盛んである。ト

ラクター、コンバインなどの農業用機械も軽油が燃料として利用されている。 

以上より、九州地域が昨今の中東情勢の緊迫化や原油の価格変動による影響を受けやすい構造

を明らかにした。４月時点では、まだ統計上確認できる具体的な悪影響は限定的であるが、今後、

中東情勢の緊迫や原油高が長期化すれば、企業収益の悪化や家計負担の増大を通じて、地域経済

全体の景気を下押しする要因となりうる。 

 

白石 望（情報研究部 研究主査） 
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II｜九州の景気動向 

１．総論  

 

 当会が作成している九州地域景気総合指数（景気動向指数の九州版）は、１月に前月比

+5.2％の 125.8、２月に同▲2.2％の 123.0、３月に同+1.8％の 125.2 と推移した。景気は横

ばいで推移している。 

 九州経済圏（九州・沖縄・山口）からの 2026 年１～３月期の輸出額は３兆 3,258 億円（前年

比＋4.6％）と２期連続で増加。主要品目では、自動車（▲4.3％）や化学製品（▲2.9％）、

鉄鋼（▲13.5％）などが減少したものの、半導体等電子部品（＋23.6％）、半導体等製造装置

（+5.4％）などが増加した。 

 ３月における九州７県の鉱工業生産指数（季節調整値）は前月比＋7.2％の 113.8 と２カ月ぶり

に上昇した。３カ月移動平均は同+2.3%の 111.8 と３カ月連続で上昇した。主要産業である半導

体関連、自動車関連ともに２カ月ぶりに上昇し、生産基調は持ち直しの動きが緩やかに続いてい

る。 

 10～12 月期の九州７県の地域別支出総合指数は、消費（2012 年＝100）が原数値の四半期平

均で前年同期比▲1.9％の 93.3 となり、３期連続で前年同期比マイナスとなった。投資関連

では、住宅投資（2005年＝100）は同▲9.8％の 82.1と２期連続で同比マイナスとなった。設

備投資（2005 年＝100）は同＋6.4％の 144.0 と２期連続で同比プラスとなった 

 

九州地域景気総合指数（九州 CI） 

 

注）1.コンポジット・インデックス（CI）：景気全体の動きをとらえる総

合指標で、採用指標の対前月変化率を合成することにより、景気変動の

大きさやテンポをとらえることができる。当会では、「九州地域景気総

合指数（九州 CI）」として、一致指数（7 つの指標から構成）および先

行指数（7 つの指標から構成）を作成している。2.2020 年＝100 に変換 

九州における鉱工業生産指数（前年比） 

 
注）季節調整値 

資料）経済産業省・九州経済産業局「鉱工業指数」 
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２．素材  

素材生産指数は減少傾向 

ü４月末の薄板３品在庫 388.2 万トン、２カ月連続で減少 

ü４～６月期の粗鋼需要見通し、前期実績見込比▲1.3％の 1,798 万トンと微減 

2026 年１～３月期（以後、当期）における九州の粗鋼生産量は、前年比＋0.4％の 3,307 千トンと前

年を上回った。日本製鉄㈱九州製鉄所八幡地区の粗鋼生産量は同▲1.3％、同大分地区では同＋

11.0％となった。 

 経済産業省による 2026 年度４～６月期の全国粗鋼需要量見通しは前期実績見込比▲1.3％の

1,798 万トンと微減。 

 当期の鉄鋼輸出数量（全国）は前年比▲10.1％、輸出金額については同▲8.7％となった。日

本製鉄㈱九州製鉄所八幡地区の輸出量は同▲8.6％となっており、アジア向け輸出比率は多い

順で韓国約 3.7％、ベトナム約 3.7%、フィリピン約 2.2%、タイ約 1.2％となる。 

 ４月末の薄板３品在庫（全国）は、前月比▲3.3％、約 11.9 万トン減の 388.2 万トンであっ

た。例年、４月は若干減少するケースが多いが、例年パターン以上に減少した。足元の需要

に目立った変化は見られないが、中東情勢の混迷の影響が次第に現れ始めているもよう。 

 当期の化学・石油石炭製品工業生産指数（九州７県、季調値）は前期比▲10.1％と低下。 

 当期の化学製品・鉱物性燃料の輸出金額（九州経済圏）は前年比▲5.5％と減少している。 

 クラサスケミカル㈱大分コンビナートの当期の総生産高については、原料価格の低下などに

より前年比▲43.0％と減少している。また、エチレンの生産量についても▲40.0％と減少し

ている。今後も原料価格上昇に加え、定修の長期化やナフサ調達減による稼働率低下から、

総生産高・エチレン生産量ともに減少が見込まれる。 

 旭化成㈱延岡支社の製品分野別対前年同期比増減率は、繊維製品では工事による計画停止の

一方で、一部生産を再開したためベンベルグ（前年同期比＋2.0％）増加、ベンリーゼ（前年

同期比▲10.0％）減少。工事等によりエレクトロニクスでは所要量差の関係から、ホール素

子が▲3.6％、ホール IC が▲16.6％。 

 当期の九州のセメント生産量は前年比▲13.7％と減少している。 

 太平洋セメント㈱大分工場の当期生産量

は、前年比▲16.0％と減少。今後もフル

生産を継続予定。 

 UBE三菱セメント（株）九州工場の当期ク

リンカ生産量は前年比▲4.0％と減少して

いる。 

 麻生セメント㈱の当期生産量は、前年比

＋8.4％と増加、九州での販売数量は▲

4.2％と減少した。セメント需要の７割を

占める生コンの低調推移、民間投資の遅

延、建設費・人件費高騰による投資計画

の見直し・中止も表面化してきており、

今後も厳しい状況が続くとの見込み。 

 

素材関連生産（九州 7県、季節調整値） 

 

注）素材生産指数は、鉄鋼・非鉄金属、化学・石油石炭製品、セメントの生

産指数を加重平均により合成したもの 

資料）九州経済産業局「鉱工業指数」、同「九州主要経済指標」 
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３. 自動車・造船  

自動車生産は５期連続で増加、自動車輸出は４期連続で減少した。 

 2026年１～３月期の自動車生産は、前年同期比＋3.2％の増加となった。 

2026 年１～３月期の自動車輸出は、アメリカ向けが増加、中国向け、EU・英国向けが減

少し、全体で前年同期比▲4.3％の減少となった。 

 

 2026 年１～３月期の自動車生産は 3,214 百台と前年同期比＋3.2％の増加となった。九州内３工

場の生産台数については、日産自動車九州㈱が同▲7.7％と８期連続で減少、トヨタ自動車九州

㈱も同▲5.5％と２期連続で減少、ダイハツ九州㈱ 大分（中津）工場は同＋19.4％と４期連続で

増加した。 

 九州経済圏（九州・沖縄県・山口県）からの当期（１～３月）の自動車輸出額は、前年同期比

▲4.3％の 8,390 億円と４期連続で減少した。主要な輸出先別では、アメリカ向けが同＋3.5％の

増加、中国向けが同▲4.8％の減少、EU・英国向けも同▲49.4％の減少であった。 

 鋼船竣工は、2025 年 12 月分以降のデータが未公表である。全国の輸出船契約実績は、2026 年１

～３月期で前年同期比＋5.2％と２期連続で増加した。 

自動車（生産台数・輸出額）、鋼船竣工（G/T）の推移 

 

注）1.カッコ内は前年度比、前年同期比 2.乗用車は軽四輪車を含む 

資料）九州経済産業局、(一社)日本自動車工業会 
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４．機械・半導体  

2026年の世界半導体市場は約 90％増の大幅成長、2027年も高成長維持の予測 

✓ 九州内の IC生産実績金額は、３年連続で年間１兆円を超えた。但し、直近１月～３月

期の生産金額は前年比減少で推移した。九州の生産指数は一進一退となっている。 

✓ 世界半導体市場は AI関連投資が市場を牽引、高成長が持続するものと予測している。 

 2026 年 1～3 月期における IC 生産実績は、数量が前年比＋28.4％の 13.8 億個、金額が同▲3.8％

の 2,859 億円となった。電子部品・デバイスの鉱工業指数（九州 7 県、季節調整値）は、生産指

数が 149.6（前期比＋9.5％）、在庫指数が 114.8（同＋8.5％）となった。生産は底堅く推移して

いる一方、集積回路在庫指数は 2025 年 10 月以降 100 を上回る水準で推移しており、在庫水準の

上昇が今後の生産調整につながる可能性には留意が必要である。 

 当期における九州からの半導体等電子部品の輸出は、前年比＋23.6％の 4,697 億円となり、３期

連続で増加した。特に輸出額の大きい香港向け、ベトナム向けが増加した。また、半導体等製造

装置の輸出は、前年比＋5.4％の 2,958 億円となり、２期ぶりに増加した。 

 フィラデルフィア半導体株指数（SOX 指数）は、生成 AI 関連需要への期待を背景に高水準で推移

しており、半導体関連市場に対する投資家の期待は引き続き強い。 

 WSTS によると、2025 年の世界半導体市場は前年比＋26.2％となった。AI 利用拡大に伴うデータ

センター投資の恩恵を受けやすいメモリーやロジックが、市場成長に大きく寄与した。2026 年は

前年比＋89.9％と大幅な成長加速が予測されており、引き続き大手 IT 企業によるデータセンタ

ー投資、AI サーバー向けメモリー、GPU を含むロジック製品が市場拡大を牽引すると見込まれて

いる。一方、スマートフォンなど個人向け電子機器は、部品不足やインフレの影響を受けやすく、

相対的に低調に推移するとされている。 

 2027 年の世界半導体市場は、前年比＋26.6％と高成長の継続が予測されている。インフレの長期

化や地政学リスクなどの不透明要因は残るものの、AI 関連投資の継続に加え、汎用サーバー、産

業、自動車向けなどの需要も堅調に推移すると見込まれている。 

 日本市場については、2025 年の円ベースの半導体市場が前年比▲5.5％の 6 兆 6,937 億円となっ

た。2026 年は前年比＋33.9％の 8 兆 9,626 億円、2027 年は同＋18.0％の 10 兆 5,778 億円へ拡大

する見通しである。なお、WSTS 資料では 2025 年の為替レートを１ドル 149.7 円、2026 年以降を

157.1 円として円換算している 

 

九州内の IC 生産実績の推移 

前年比

（％）

前年比

（％）

2023年度 4,569 ▲ 16.4 12,021 20.6

2024年度 4,508 ▲ 1.3 13,005 8.2

2025年度 5,856 29.9 11,634 ▲ 10.5

2025年1～3月期 1,071 5.9 2,972 ▲ 3.9

4～6月期 1,254 23.0 2,696 0.8

7～9月期 1,681 34.5 3,139 ▲ 19.3

10～12月期 1,546 32.4 2,940 ▲ 15.2

2026年1～3月期 1,375 28.4 2,859 ▲ 3.8

2025年11月 501 28.3 902 ▲ 19.8

12月 536 46.5 1,103 4.2

2026年1月 449 38.3 964 5.7

2月 425 17.2 865 ▲ 10.2

3月 501 30.6 1,030 ▲ 6.1

数量

（百万個）

金額

（億円）

 
資料）九州経済産業局調べ 

半導体関連生産指数と SOX指数の推移 
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資料）Bloomberg、九州経済産業局資料より九経調作成 
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５．住宅投資  

新設住宅着工戸数は減少 

✓ 着工戸数は４期連続で減少 

✓ 持家、賃貸は４期連続で減少。分譲は２期連続で減少。 

 国土交通省「不動産価格指数」（住宅・季節調整値）によると、2025 年 12 月における九州・

沖縄の住宅総合の不動産価格指数は、前月比▲5.2％（２カ月ぶりの下落）となった。種別ご

とには、戸建住宅が同▲0.3％、住宅地が同▲1.9％、マンション（区分所有）が同▲11.2％

と全て２カ月ぶりの下落となった。 

 国土交通省「令和８年地価公示」によると、九州・沖縄・山口の住宅地の地価変動率は、鹿

児島県を除き全県でプラスとなった。特に福岡市、那覇市では富裕層や移住者の需要が堅調

で、高い地価上昇が続いている。一方、建築費等の上昇により売れ行きは一部鈍化し、上昇

幅は縮小した。佐賀市は、中心部の利便性や生活環境の良さから住宅需要が堅調に推移し、

地価も上昇している。 

 日本銀行「企業物価指数」によると、「木材・木製品」の 2026 年２月の国内企業物価指数

（2020年基準）は 137.7（前年同月比＋3.5％）、輸入物価指数（同、円ベース）は 167.1（同

＋7.5％）と高い水準で推移している。円安による輸入価格の高止まりなどが影響し、木材の

物価指数は上昇している。 

 

新設住宅着工戸数の推移（前年比・前年比寄与度） 
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2025年 2026年 2025年 2026年

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 12月 1月 2月 3月

16,227 20,873 21,090 18,849 7,060 6,205 6,064 6,580
(▲ 31.1) (▲ 8.9) (▲ 7.8) (▲ 24.8) (0.4) (▲ 3.5) (▲ 22.5) (▲ 39.1)

4,807 6,202 6,224 5,240 2,086 1,635 1,794 1,811
(▲ 21.6) (▲ 10.3) (▲ 11.7) (▲ 17.5) (▲ 3.4) (1.2) (▲ 13.4) (▲ 32.1)

7,210 9,503 9,778 9,593 3,443 3,287 2,920 3,386
(▲ 38.6) (▲ 13.3) (▲ 7.2) (▲ 21.8) (13.7) (15.4) (▲ 25.5) (▲ 38.4)

3,993 5,062 4,990 3,871 1,474 1,209 1,316 1,346
(▲ 16.6) (4.1) (▲ 1.3) (▲ 38.1) (▲ 14.4) (▲ 36.8) (▲ 25.9) (▲ 47.5)

合計

持家

貸家
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６．公共投資・設備投資  

公共投資：増加 

設備投資：減少 

 当期の九州８県における公共工事請負金額は 7,537 億円で、前年比＋16.1％と４期連続の増

加となった。直近の３月は前年同月比＋10.5％の 4,581 億円で、２カ月連続の増加となった。  

 （一財）建設経済研究所が 2026 年４月に発表した「建設経済モデルによる建設投資の見通し」

によると、2025 年度の政府分野投資（名目値）は、前年度比＋2.1％の 22 兆 8,900 億円増加

の見通しである。また、2026 年度は、前年度比＋7.7％の 24 兆 6,500 億円と微増の見通し

である。 

 当期の九州８県における非居住用着工建築物床面積は 107.6 万㎡で、前年比▲11.3％と３期

ぶりに減少した。直近の４月は前年同月比▲30.9％の 29.2 万㎡で、２カ月ぶりに減少した。 

 九州財務局および福岡財務支局の「四半期別法人企業統計調査」（1～3月期）によると、九州

７県（資本金 10 億円以上の企業）の当期設備投資額は製造業で前年比＋54.1％、非製造業

（金融業、保険業を除く）で同＋5.1％となり、製造業・非製造業ともに前年を上回った。ま

た、全国（1,000万円以上の企業）ではそれぞれ同▲0.4％、同＋0.3％であった。製造業は前

年を下回り、非製造業は前年を上回った。 

公共投資請負金額（九州 8県・全国、前年比） 

注）3 カ月移動平均資料）西日本建設業保証㈱福岡支店「公共工事動向」 

非居住用着工建築物床面積（九州 8県・全国、前年比） 

 

注）3 カ月移動平均資料）国土交通省「建築着工統計」 
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７．雇用  

完全失業率 2.8％と横ばい 

✓ 有効求人倍率は 1.07 倍で▲0.01 ポイント  

✓ 新規求人数は前期比▲1.2％ 

 

 当期の非農林業雇用者数（九州８県）は 629 万人で、前年同期より５万人増となった。宿泊

業，飲食サービス業（45 万人、同＋５万人）、建設業（54 万人、同＋４万人）、サービス業

（他に分類されないもの）（46 万人、同＋４万人）などで増加した一方、医療，福祉（117 万

人、同▲９万人）、製造業（73 万人、同▲５万人）、生活関連サービス業，娯楽業（16 万人、

同▲３万人）などで減少した。  

 当期の有効求人倍率（九州８県、季節調整値）は 1.17 倍で前期比 0.01 ポイント減少。全国

は前期から横ばいで 1.25倍となった。 

 九州 8 県の完全失業率（原数値）は 2.5％で前年同期から横ばい、全国は 2.5％と前年同期比

▲0.1％であった。 

 先行指標のうち、パートタイム有効求人数（九州８県、原数値、当期合計）は前年同期比▲

6.4％、新規求人数（九州８県、季節調整値、当期合計）は前期比＋0.5％となった。 

 日本銀行福岡支店による九州・沖縄「企業短期経済観測調査」の 2025 年３月調査における雇

用人員判断 DI（「過剰」と「不足」の差）は、製造業が▲26、非製造業が▲53 で、2024 年 12

月調査と比べて、製造業は▲１、非製造業は▲２であった。次回（2025 年６月）予測では、

製造業は▲29、非製造業は▲54 でともに「不足」するとみている。 

完全失業者数と完全失業率の推移（九州 8県） 
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資料）総務省「労働力調査」 
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注）1.雇用判断 DI：「過剰」－「不足」、回答者数構成比％ポイント 

  2.最新値は予測値 

資料）日本銀行福岡支店「九州・沖縄『企業短期経済観測調査』」 



Ⅱ｜九州の景気動向 22/30 
 

  

８. 観光・レジャー  

インバウンド好調、外国人入国者数過去最高を更新 

✓ １～３月期の観光レジャー施設の入場者数、前年超え 

✓ 観光 DI、インバウンド DI、ともに高い水準を維持 

 

 2026 年１～３月期、九州の主要観光レジャー施設の入場者数は 187 万 7,422 人となり、前年

比 6.2％増加した。 

 弊会実施の「九州の観光・レジャーに関するアンケート」集計によると、１～３月期の九州

観光 DI は 61.4、インバウンド DI は 62.1 となった。10～12 月期（九州観光 DI 69.4、インバ

ウンド DI 65.3）と比べて九州観光 DI、インバウンド DI 共に低下しているが高い水準を維持。

６月までの見通しは、物価高や中東情勢不安を背景に、九州観光 DIが 46.2、インバウンド DI

が 50.0 と 50 以下となった。 

 九州運輸局が発表した 2026 年４月における九州（７県）への外国人入国者数（速報値。船舶

観光上陸者数を除く）は、前年同月比 113.2％の 484,879 人［全国シェア 13.0%］となり、４

月単月で過去最高を更新。また、2025年の九州全体の外国人入国者数は、581万 3,588人（前

年比+16.1％）となった。 

 国土交通省が発表した「2026 年夏期スケジュール 国際線定期便の概要」によると、前年同時

期に比べ中国路線は-53％と大幅に減少したが、韓国（+22％）、台湾（+12％）、香港（+７％）

等のアジア路線、米国本土（+３％）、欧州路線（+８％）で増加しており、2026年夏期当初の

運航便数は、5445.5 便/週（-４％）となった。 

 2025 年度の九州 7 県の延べ宿泊者数は、6,189 万 3,130 人（前年比-1.7％）となり、コロナ

禍以降増加していた延べ宿泊者数は初めてマイナスに転じたものの、コロナ禍前の 2019 年

（5,647 万 2,840 人）と比較すると 9.6％増加している。その内、外国人の延べ宿泊者数は、

1,327 万 8,140 人（前年比+5.1％）となり、2019 年（728 万 7,200 人）との比較では 82.2％

と大幅に増加している。 

 

観光・レジャー関連指標 

 
注）１ゴルフ場当たり利用者数、客室稼働率は速報値による 

資料）各レジャー施設、九州ゴルフ連盟、観光庁、沖縄県調べ 

九州観光DI 

 

資料）九経調「九州の観光・レジャーに関するアンケート」 

（単位：％）

観光レジャー

施設入場者数

（前年比）

１ゴルフ場

当り利用者数

（前年比）

宿泊施設客室

稼働率

（前年比）

沖縄県入域

観光客数

（前年比）

2023 年度 21.7 ▲ 1.1 7.5 25.9
2024 年度 6.6 ▲ 2.7 2.9 16.4
2025 年度 2.6 1.7 0.8 9.2

2025年 1～3月期 5.3 ▲ 3.4 4.3 12.9
4～6月期 4.4 1.0 3.1 11.6
7～9月期 ▲ 3.5 ▲ 1.7 0.8 8.3
10～12月期 3.4 3.5 1.8 9.4

2026年 1～3月期 6.2 3.8 ▲ 2.7 8.0
2025年 1月 11.5 ▲ 2.0 4.1 24.5

2月 ▲ 1.2 ▲ 7.1 4.8 8.6
3月 6.0 ▲ 1.8 4.0 8.0
4月 6.9 8.1 5.5 15.5

5月 3.7 ▲ 2.7 2.6 19.1
6月 2.3 ▲ 2.8 1.2 0.5
7月 ▲ 5.2 0.0 ▲ 0.4 3.9
8月 ▲ 2.3 1.7 2.4 7.5
9月 ▲ 3.7 ▲ 6.0 0.5 14.1
10月 1.9 4.3 3.1 11.2
11月 6.8 7.1 1.0 10.3
12月 0.9 ▲ 0.9 1.3 6.6

2026年 1月 ▲ 2.6 0.1 ▲ 2.5 6.7
2月 7.0 8.4 ▲ 2.3 10.1
3月 11.7 3.5 ▲ 3.3 7.2
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空港 国・地域 都市 航空会社 便数／週
2025冬ダイヤ
からの増減

集計

ソウル ジンエアー 7 +4

清州 エアロK 3 +3（新規就航）

シンガポール シンガポール シンガポール航空 7 0

タイベトジェットエア 4 0

タイ国際航空 7 0

タイ・エアアジア 6 -1

セブパシフィック航空 7 0

フィリピン航空 7 0

ベトナム航空 7 0

ベトジェットエア 4 0

ベトナム航空 2 0

ベトジェットエア 0 -3

ジンエアー 37 +12

済州航空 30 +2

アシアナ航空 7 0

ティーウェイ航空 21 0

大韓航空 28 +7

イースター航空 21 0

エアソウル 14 0

エアプサン 14 0

エアプサン 28 0

済州航空 14 0

ジンエアー 7 +7（新規就航）

ティーウェイ航空 14 0

イースター航空 14 0

ティーウェイ航空 7 +2

エアロK 14 +14（新規就航）

大邱 ティーウェイ航空 14 0

済州 ティーウェイ航空 7 +7（新規就航）

香港エクスプレス 27 +8

香港航空 10 +3

キャセイパシフィック航空 16 +4

グレーターベイエアラインズ 19 +19（新規就航）

エバー航空 7 +2

タイガーエア台湾 3 +1

チャイナエアライン 3 0

チャイナエアライン 19 +3

エバー航空 14 -2

スターラックス航空 7 0

タイガーエア台湾 12 +3

中国東方航空 13 -8

春秋航空 11 -3

上海航空 0 -6

上海吉祥航空 0 -3

中国国際航空 0 -6

ハワイアン航空 0 -1

アラスカ航空 0 -2

韓国 ソウル ティーウェイ航空 4 0

台湾 台北 タイガーエア台湾 3 0

中国 上海 春秋航空 0 -4

ソウル 大韓航空 3 -1

釜山 エアプサン 5 +5（新規就航）

中国 上海 中国東方航空 0 -2

大分空港 韓国 ソウル 済州航空 3 -4 3

ティーウェイ航空 7 0

大韓航空 7 0

釜山 イースター航空 7 0

高雄 チャイナエアライン 4 0

スターラックス航空 7 0

チャイナエアライン 5 0

韓国 ソウル アシアナ航空 3 0

台湾 台北 タイガーエア台湾 2 0

大韓航空 7 0

済州航空 0 -7

香港 香港 香港航空 1 +1（新規就航）

台湾 台北 チャイナエアライン 3 0

中国 上海 中国東方航空 0 -2

（資料）国土交通省HP「国際線就航状況（2026夏期）※2026年3月29日～4月4日集計」、「国際線就航状況（2025冬期）※2025年10月26日～11月1日集計」より九経調作成

宮崎空港 5

鹿児島空港

韓国 ソウル

11

熊本空港

韓国
ソウル

37

台湾
台北

佐賀空港 7

長崎空港
韓国

8

フィリピン マニラ

福岡空港

米国 ホノルル

中国 上海

ベトナム

ハノイ

ホーチミン

韓国

ソウル

釜山

清州

香港 香港

2026夏ダイヤ　国際定期便（３月29日～10月24日）　※直行便

北九州空港 韓国 10

タイ バンコク

503

台湾

高雄

台北
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空港 国・地域 都市 航空会社 便数／週
2025冬ダイヤ
からの増減

集計

スクート 4 +4（新規就航）

タイ バンコク エアアジア 4 0

アシアナ航空 7 0

イースター航空 7 0

ジンエアー 7 0

済州航空 7 0

ティーウェイ航空 7 0

大韓航空 7 0

イースター航空 7 0

ジンエアー 7 0

清州 エアロＫ 7 0

香港エクスプレス 21 +7

香港航空 11 +4

タイガーエア台湾 9 +2

チャイナエアライン 6 0

スターラックス航空 14 +3

タイガーエア台湾 2 +2（新規就航）

ピーチアビエーション 21 0

エバー航空 14 0

タイガーエア台湾 14 0

チャイナエアライン 14 0

スターラックス航空 7 0

中国東方航空 2 -12

春秋航空 2 -5

福州 厦門航空 0 -2

北京 中国国際航空 0 -2

ソウル ジンエアー 7 +2

釜山 ジンエアー 0.5 +0.5（新規就航）

韓国 ソウル ジンエアー 7 +2

台湾 台北 タイガーエア台湾 2 +2（新規就航）

香港 香港 香港エクスプレス 7 +7（新規就航）

総計 815.5

空港 国・地域 都市 航空会社 経由地
2025冬ダイヤ
からの増減

便数／週

マレーシア コタキナバル エアアジア 台北 0 7

中国 北京 中国国際航空 大連 -7 0

タイ・ライオン航空 高雄 0 4

タイ・エアアジア 台北 -7 7

タイベトジェットエア 台北 0 7

タイ・エアアジア 香港 +7（新規就航） 7

マレーシア クアラルンプール バティックエア 台北 +1 6

（資料）国土交通省HP「国際線就航状況（2026夏期）※2026年3月29日～4月4日集計」、「国際線就航状況（2025冬期）※2025年10月26日～11月1日集計」より九経調作成

2026夏ダイヤ　国際定期便（３月29日～10月24日）　※経由便

福岡空港

那覇空港
タイ バンコク

下地島空港 韓国 7.5

石垣空港 16

2026夏ダイヤ　国際定期便（３月29日～10月24日）　※直行便

那覇空港

シンガポール シンガポール

208

韓国

ソウル

釜山

香港 香港

台湾

高雄

台中

台北

中国

上海

区間 航路距離 所要時間 運航事業者 船名 船種 運航スケジュール

博多港～釜山 213㎞ 5:30 カメリアライン㈱ ニューかめりあ フェリー 1日1往復（月1回日曜運休）

比 1:30 ㈱STAR LINE NINA 高速船 1日1往復

関釜フェリー㈱ はまゆう フェリー

釜関フェリー㈱ 星希(スンヒ) フェリー

石垣～台湾（基隆） 270㎞ 約８時間 ㈱商船やいま Yaima Line フェリー
5月28日新規就航（～6/29週１往復）
6/30～7/31　週２往復

（資料）九州運輸局HP「令和７年度上半期 日韓旅客定期航路の輸送実績」・ヤイマラインHPから九経調が作成

SEA FLOWER 高速船

比：月・水・金（１往復）

　　 土（入国１回のみ）
厳：火・木（１往復）
　　 金（１往復、出国時比田勝寄港）
　 　土（１往復）
　 　日（入国１回出国２回）

下関～釜山 228㎞ 12:15
1日1往復
※２社の共同運航

国際旅客定期航路（海上航路）

対馬（比田勝・厳原）
～釜山

比田勝
76㎞

厳原
131㎞

比 1:30
厳 3:00

㈱サンスターライン PANSTAR TSUSHIMA LINK 高速船

比：火（１往復）
　　 木・土（入国２回出国１回）
　　 金・日（入国１回出国２回）
厳：月・水

　　　（１往復、入国時比田勝寄港）

比 1:30
厳 2:30

㈱大亜高速海運
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Ⅲ｜各県トピックス（2026 年 4 月 11 日～2026 年 6 月 5 日） 

１．福岡県  

企業動向 

✓ イオン九州（福岡市東区）、施設名を「イオンモール KAGOSHIMA BAY」に変更・リニューアル。全テ

ナント 183店中 32店が新規か移転、改装を実施。地域のつながりを広げて来店者の利便性を向上。 

✓ FFG（福岡市中央区）、熊本銀行本部と福岡銀行の台北駐在員事務所に台湾企業専用相談デスクを設

置。TSMC 進出による企業集積を背景に支援体制を強化。台湾人行員を配置して、進出から事業展開

までを支援し、取引先を開拓。 

✓ 東京建物（東京都港区）、福岡市に「明治公園」を新設。再整備にパーク PFIを活用。園路を立体化

して緑化空間を確保。テラス付きの店舗棟を設置。広場は 1,400 ㎡。2026 年８月開園。 

✓ 不動産販売のシノケングループ（福岡市中央区）、豪シドニーに現地法人「Shinoken Australia Pty 

Ltd.」を設立。家賃高騰や住宅不足が顕著な主要都市部に賃料を抑えた価格でワンルームの狭小住

宅を展開。 

設備投資 

✓ ラーメン店「一風堂」を展開する力の源 HD（福岡市中央区）、福岡県に店舗併設の食品工場を新設。

敷地面積は 3,500ｍ²。2027 年４月着工、2028 年４月完成。 

✓ 日本製鉄（東京都千代田区）、北九州市で電炉を新設。老朽化した高炉に代わり電力を使う電炉に

転換。脱炭素社会実現に向けた動きを背景に地域の雇用を維持しつつ CO₂排出量や環境負荷の低い

生産体制を構築。2029 年下期稼働。投資額 6302 億円。 

✓ 無添加石鹸のシャボン玉石けん（北九州市若松区）、北九州学術研究都市に研究開発拠点「イノベ

ーションラボ北九州」を開設。延べ床面積 660ｍ²。本社工場内で展開していた研究開発部門を集約。

他企業や大学との共同研究を促進。 

✓ ひびきウインドエナジー（北九州市若松区）、北九州市に国内最大の洋上風力発電所「北九州響灘

洋上ウインドファーム」を完成。着床式の風車 25 基を設置し、最大出力は 22 万 kW。地域のシンボ

ルや観光資源としての活用も期待。投資額 1700 億円、2026 年３月稼働。 

✓ JR 九州（福岡市博多区）、福岡市天神に商業施設「アミュプラザ」を出店。主要駅ビル以外への出

店は初。既存の商業ビル「VIORO」を転換。延べ床面積 1.1 万ｍ²。2027 年春開業。 

✓ 総合不動産会社ジャパンエステート（大阪市中央区）、福岡市でホテルを開発。博多区の櫛田神社

や上川端商店街のそばにあるレトロ建築「祇園ビル」を取得し、跡地に新設。 
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✓ 三菱電機（東京都千代田区）、福岡市西区のパワーデバイス製作所にパワー半導体工場棟を新設。

延べ床面積は 2.5 万ｍ²。設計から量産までのリードタイム短縮を図り生産体制を構築。投資額 100

億円、2026 年 10 月稼働。 

✓ 半導体製造装置部品の修理・加工などを手がける PROSOL JAPAN（大牟田市）、大牟田市に研究開発

機能を有する先端半導体の工場を新設。敷地面積 3,000ｍ²。20 人を新規雇用。投資額 10 億円、

2029 年 1 月稼働。 

✓ JR 九州ビルマネジメント（福岡市博多区）、別府市で JR 別府駅南高架下の商店街「べっぷ駅市場」

の再整備を完了。新規 5店を含む計 19店で営業を展開。新規創業者向け「チャレンジスペース」を

用意。 

✓ 九州電力（福岡市中央区）、北九州市の LNG 火力新小倉発電所「６号機」の建て替え計画を一部変

更。ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた高効率な発電設備を２基導入。CO₂排出量を抑制。

2033 年度稼働。 

✓ 耐火物を手がける黒崎播磨（北九州市八幡西区）、2030 年度までの５年間で総額 500 億円の設備投

資を推進。海外拠点の能力増強や新設を進めるほか、国内では自動化による生産性向上を図る。 

✓ TOTO（北九州市小倉北区）、豊前市や中津市、神奈川県茅ケ崎市で静電チャックや AD 部材の生産体

制を増強。半導体製造装置向け部品の製造を強化。大規模投資により生産能力を拡充。投資額 300

億円。 

✓ 西鉄（福岡市中央区）、春日市に商業施設「レイリア春日原」を開業。駅の高架化事業に合わせて

春日原駅に直結して新設。2026 年６月開業。 

✓ ピエトロ（福岡市中央区）、古賀市に複合施設「ピエトロファクトリーパーク」を新設。見学コー

スやショップを併設。敷地面積は 2.1 万㎡。延床面積 8,500 ㎡の 2 階建て工場棟などを整備。投資

額 82 億円、2026 年９月稼働。 

地域プロジェクト 

✓ 北九州市・サッカーJ３ のギラヴァンツ北九州（北九州市小倉北区）、環境対策で連携。スタジア

ムやクラブハウスなど４施設の電力を再エネに転換。持続可能なクラブのモデルを発信。 

✓ 安川電機（北九州市八幡西区）・東京科学大（東京都目黒区）、湯島キャンパス内に実験施設「ロボ

ット未来創造センター」を新設。安川電機などが開発した双腕ロボット 10 台を導入。 

✓ 九州大学（福岡市西区）、春日市に「九州サイエンスパーク形成先導拠点」を新設。筑紫キャンパ

ス内の実験棟を改装。延床面積 1,800 ㎡。先端半導体の製造に不可欠な極端紫外線関連の解析装置

を国内初導入。 

✓ 北九州市、市内にロボットなどを制御する「フィジカル AI」の社会実装に向けた総合的な支援拠点

を整備。最先端技術のショールーム機能も設置。2026 年度完成。 
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２．佐賀県  

設備投資 

✓ 星野リゾート（長野県軽井沢町）、嬉野市に温泉旅館「界 嬉野」を新設。佐賀県への進出は初。地

域の伝統文化や工芸を体験できる客室を用意。温泉街付近に整備し、温泉文化を楽しめるサービス

を提供。2027 年夏開業。 

✓ 佐嘉酒造（佐賀市）、佐賀市で酒蔵施設を全面改装。３年かけて５棟を新築。敷地面積は 1.1万㎡。

製造工程の大半を自動化し、最新設備を導入。杜氏の技を数値化して生産体制を刷新。総事業費 30

億円、2026 年４月完成。 

３．長崎県  

設備投資 

✓ 清水建設（東京都中央区）、長崎市軍艦島に研究拠点「72 号棟」を新設。建築物の保存などの調査

研究や災害発生時などの復興に向けた技術開発、一時避難所としても利用。世界遺産としての保存

と整備に向けた活用に役立てる。 

✓ データセンター向け光デバイス世界最大手の三菱電機（東京都千代田区）、諫早市の子会社メルコ

アドバンストデバイスの工場を増強。光半導体生産ライン面積を 2029年度までに 2.4倍に拡大。従

業員数を 1.5 倍の 500 人規模へ増加。 

✓ 板金加工の日本ベネックス（諫早市）、諫早市で本社工場を改修。事務職のフロアを集約し働きや

すい職場環境を整備。延べ床面積 450ｍ²「ラボ棟」も新設する。投資額 10 億円、2027 年完成。 

✓ 高級クルーザーチャーター事業を手がけるヤス・マリン・クルーズ（大阪市西区）、五島市にサウ

ナ施設「SAUNA 五縁」を新設。敷地面積は 540 ㎡。サウナ棟などを整備。他施設との連携による滞

在型観光の促進や再訪につながる環境づくりを推進。投資額 1.5 億円、2026 年秋開業。 

✓ 流通・小売業務家のシステム開発を手がけるサザビーリーグ IRIS（東京都渋谷区）、長崎市の出島

交流会館に IT拠点「長崎センター」を新設。大学と連携し地域に根差した人材育成や雇用の創出を

目指す。５年間で 50 人を雇用。2026 年 10 月開設。 

✓ 大島造船所（西海市）、西海市に複合施設を新設。延床面積 1,800㎡。飲食店、フィットネスジム等

が入居。定住促進のため子育て世代等が集える環境を整備。2026 年６月着工、2027 年４月開業。 

地域プロジェクト 

✓ 長崎総合科学大学（長崎市）・エヌビディア（東京都港区）、AI 人材養成へ包括連携協定を締結。

2027 年新設の先端工学部でエヌビディア製 AI 教材を活用。AI を理解し社会課題解決に活用でき
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る学生を育成し、新たな教育体制の強化を図る。 

４．熊本県  

企業動向 

✓ ソニーセミコンダクタソリューションズ（神奈川県厚木市）・TSMC（台湾）、次世代画像センサーの

開発製造に関する戦略的提携に向けた基本合意書を締結。AIを用いた「フィジカル AI」の展開を見

据え、合志市に新設した工場での生産を検討。経産省が支援する 600 億円の助成を活用 

設備投資 

✓ 熊本県・三井不動産（東京都中央区）、合志市で半導体の関連企業や研究機関の集積地域「くまも

とサイエンスパーク」の中核拠点を整備。敷地面積は 30.9ha。中九州横断道路の IC に近い立地を

活用。半導体ユーザー産業を産学連携で構築。2026 年５月着工、2030 年完成。 

✓ 総合物流大手セイノーホールディングス子会社のセイノースーパーエクスプレス（東京都江東区）、

菊池市で物流倉庫「SSX 熊本ロジスティクスセンター」を開設。TSMC 進出による半導体企業の集積

を背景に整備。延床面積は 1.8 万㎡。従業員 20 人を雇用。2026 年 10 月稼働。 

✓ 半導体製造装置メーカーの東京エレクトロン（東京都港区）、合志市に物流棟を新設。セミコンテ

クノパーク西側に整備。鉄骨２階建て。延床面積は 1.8 万㎡。既存工場の物流機能を集約し、生じ

た空きスペースで先端半導体製造装置の開発を加速。投資額は 100億円、2027年春着工、2028年春

完成。 

５．大分県  

地域プロジェクト 

✓ JA おおいた（大分市）、臼杵市に高糖度サツマイモ「甘太くん」向けの「かんしょ広域選果場」を

新設。延べ床面積は 2,500ｍ²。総事業費 12 億円。2026 年秋稼働。 

✓ 大分県、別府市に県別府総合庁舎を新築。延べ床面積は 4,600ｍ²。建物の老朽化を背景に、４棟に

分散していた地方機関を１棟に集約。事業費 31.9 億円、新庁舎は 2025 年９月完成。 

６．宮崎県  

企業動向 

✓ 太陽光発電や不動産事業を手がけるニュースターコミュニケーションズ（都城市）、都城市に「神

乃湯 グリーンヒル霧島」を新設。客室数 104室、敷地面積 4.2万㎡。温泉やランチの利用が可能。

投資額は４億円。2026 年６月開業。 
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✓ 九電グループ会社のみやざきバイオマスリサイクル（宮崎県川南町）、川南町に第 2発電所を新設。

県内で発生する鶏ふんの半分に当たる 13.2万 tを燃料として活用、年間２万世帯分の電力を発電。

約９割を固定価格買い取り制度で売電。総事業費 100 億円、2024 年５月着工、2026 年５月稼働。 

設備投資 

✓ デベロップ（千葉県市川市）、宮崎県新富町で移動式コンテナ型ホテルを「HOTEL R９ The Yard 新

富」を開業。平時は宿泊施設として災害時は避難所として活用。2026 年４月開業。 

✓ 旭化成ライフサイエンス（東京都千代田区）、延岡市に工場を新設。ウイルス除去フィルター「プ

ラノバ」の紡糸工場を着工。鉄骨造り２階建て。2029 年１月完成、2030 年１月操業開始。 

地域プロジェクト 

✓ 都城市・霧島酒造（都城市）・スターバックスコーヒー（東京都品川区）、循環型社会構築に向けた

連携協定を締結。霧島酒造のリサイクルプラントで両社から排出される焼酎かすやコーヒー豆かす

からバイオガスを製造。発電機の燃料として活用。事業系一般廃棄物の再生利用を推進。 

✓ 都農町、「日本のひなた宮崎国スポ・障スポ」に向けて「ミヤチク藤見公園」内に西側多目的広場

を新設。ホッケー以外の競技を想定し会場として運用。人工芝の敷設面積 1.2 万㎡。夜間利用も可

能にする。総事業費 4.2 億円、2025 年８月着工、2026 年４月完成。 

✓ 日南市、地域振興センターの新庁舎を完成。鉄コン２階建て、延床面積 900 ㎡。町内の経済や福祉

関係の３団体を集約。自家発電機を備え、地域のにぎわい創出と住民の利便性向上を図る。建設費

は７億円、2026 年５月稼働。 

７．鹿児島県  

設備投資 

✓ LP ガスやシステム開発を手がける地域商社小平（日置市）、日置市湯之元温泉街の百貨店跡地に企

業５社が入居する複合施設「猫鼠馬ノ杜」を新設。延べ床面積は 262ｍ²。歴史的背景を生かし持続

可能な経済モデルを構築。投資額 1.1 億円、2027 年１月開業。 

８．沖縄県  

企業動向 

✓ 琉球銀行（那覇市）・九州電力（福岡市中央区）・大東建託（東京都港区）・西松建設（東京都港

区）・コロンビア・ワークス（東京都渋谷区）など、今帰仁村古宇利島に新設予定のホテルへ、ノ

ンリコースローンによる融資を実行。2028 年４月開業。 
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設備投資 

✓ 中部電力グループのエスコン（東京都港区）・丸紅都市開発（東京都港区）・相互住宅（東京都品川

区）、那覇市でホテル開発用地を取得。面積は 1,000ｍ²。地上 14 階建てで、客室数 200 室規模のホ

テルを新設。交通利便性を生かし、インバウンドやビジネス需要の獲得を図る。 

 


